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連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　（1）連結の範囲に関する事項
　　連結子会社の数及び連結子会社の名称
　　①連結子会社の数
　　　１社

　　②連結子会社の名称
　　　株式会社鳥貴族

　　非連結子会社の数及び非連結子会社の名称
　　①非連結子会社の数
　　　１社

　　②非連結子会社の名称
　　　株式会社TORIKI　BURGER
　　　（連結の範囲から除いた理由）
　　　　非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純利益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外して
おります。

　（2）持分法の適用に関する事項
　　　持分法非適用の非連結子会社
　　　株式会社TORIKI　BURGER
　　　（持分法の適用範囲から除いた理由）
　　　　当期純利益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象か

ら除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分
法の適用範囲から除外しております。

　（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
　　　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
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　（4）会計方針に関する事項
　　　①重要な資産の評価基準及び評価方法
　　　a)有価証券
　　　　その他有価証券
　　　　　時価のないもの
　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
　　　b)たな卸資産
　　　・製品、原材料

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算
定）を採用しております。

　　　・商品
移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。
但し、店舗食材については最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ

る簿価切下げの方法により算定）を採用しております。
　　　・貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により
算定）を採用しております。

　　　②重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　　a)有形固定資産（リース資産を除く）

建物（附属設備を含む）：定額法
（但し、2016年３月31日以前に取得した建物附属設備については定率法）
その他の有形固定資産：定率法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　　10～20年
工具、器具及び備品　　５～６年

　　　b)無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。
　　　c)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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　　　d)長期前払費用
定額法を採用しております。

　　　③重要な引当金の計上基準
　　　a)賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上
しております。

　　　b)株主優待引当金
株主優待制度に伴う費用負担に備えるため、将来利用されると見込まれる額を計上しておりま
す。

　　　c)役員株式給付引当金
役員の株式給付に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上

しております。

　　　④その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
　　　a)退職給付に係る会計処理方法

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上
しております。

　　　・退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法

については、給付算定式基準によっております。
　　　・数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）
による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

　　　・過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ

る定額法により費用処理しております。
　　　b)消費税等の会計処理

　　　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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連結貸借対照表計上額 減損損失計上額
店舗に係る固定資産 5,586,237 276,646

　　　c)連結納税制度の導入に伴う会計処理
当社および連結子会社は、翌連結会計年度から連結納税制度が適用されることとなったため、

当連結会計年度より「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その
１）」（企業会計基準委員会 実務対応報告第５号 2015年１月16日）および「連結納税制度を適
用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その２）」（企業会計基準委員会 実務対応報告
第７号 2015年１月16日）に基づき、連結納税制度の適用を前提とした会計処理を行っておりま
す。

なお、当社および連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（2020年法律第８号）
において創設されたグループ通算制度への移行およびグループ通算制度への移行にあわせて単体
納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に
係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱
いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年２
月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産および繰延税金負債の額について、改正前の税
法の規定に基づいております。

２. 表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当連結会計
年度から適用し、連結注記表に会計上の見積りに関する注記を記載しております。

３. 会計上の見積りに関する注記
（固定資産の減損）
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：千円）

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは飲食事業を営むために、直営店舗及びタレ工場、本社などの資産を保有しております。
資産グループは、主として各店舗を独立したキャッシュ・フロー生成単位としてグルーピングしており

ます。各店舗における営業損益の悪化又は退店の意思決定等が生じた場合に減損の兆候を識別しており、
資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較した結果、当該割引前
将来キャッシュ・フローが帳簿価額を下回り減損損失の認識が必要とされた場合には、帳簿価額を回収可
能価額（正味売却価額又は使用価値のいずれか高い価額）まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損失とし
て認識しております。
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割引前将来キャッシュ・フローは、取締役会で承認された各店舗の将来計画を基礎としており、当該計
画には新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けた当連結会計年度を含む営業損益実績を踏まえ、売上
高の今後の回復シナリオや損益改善策による将来の業績回復も織り込まれています。新型コロナウイルス
感染症拡大による業績への影響については、（10．その他の注記（2）新型コロナウイルス感染症の影響
に伴う会計上の見積りについて）に記載のとおり、早期収束が見通せない中、2022年２月にかけて徐々
に収束し回復に向かうものと仮定して見積っております。

減損損失の認識に当たっては、将来の収益性等を慎重に検討しておりますが、新型コロナウイルス感
染症の将来予測に関する見積りについては不確実性が高く、将来の経営成績等が見積りと乖離した場合に
は、固定資産の評価に影響を与え、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性がありま
す。

(繰延税金資産の回収可能性)
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産　　1,398,543千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
繰延税金資産は、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26

号 2018年２月16日）に定める会社分類に基づき、当連結会計年度末における将来減算一時差異及び税
務上の繰越欠損金に対して、将来の税金負担額を軽減することができる範囲内で計上しております。

当社グループは、繰延税金資産の計上について、将来計画を基礎として作成しており、将来の課税所得
の発生金額や発生時期等の見込みに基づき、回収可能性を十分に検討しております。新型コロナウイルス
感染症拡大による課税所得への影響については、（10．その他の注記（2）新型コロナウイルス感染症の
影響に伴う会計上の見積りについて）に記載のとおり、早期収束が見通せない中、2022年２月にかけて
徐々に収束し回復に向かうものと仮定して見積っております。

ただし、主要な仮定である新型コロナウイルス感染症の影響下における売上高は見積りの不確実性が高
く、将来の課税所得の発生金額や発生時期等の見込みの変動により、実際に発生した課税所得の時期及び
金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影
響を与える可能性があります。

－ 5 －



商品及び製品 4,724千円
原材料及び貯蔵品 79,059千円

場 所 用 途 種 類

東 京 都 店舗（6店舗） 建物及びその他

埼 玉 県 店舗（1店舗） 建物及びその他

千 葉 県 店舗（4店舗） 建物及びその他

岐 阜 県 店舗（5店舗） 建物及びその他

静 岡 県 店舗（1店舗) 建物及びその他

滋 賀 県 店舗（1店舗) 建物及びその他

兵 庫 県 店舗（1店舗) 建物及びその他

大 阪 府 店舗（1店舗) 建物及びその他

４. 連結貸借対照表に関する注記
（1）たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

５. 連結損益計算書に関する注記
（1）助成金収入

新型コロナウイルス感染症拡大の影響に伴い、政府や自治体からの給付金等について、期末までに入金済
みのもの及び当社グループが申請の要件を満たし期末時点において申請手続きが可能であり、支給の見込み
が確実なものについて助成金収入として営業外収益に計上しております。

なお、助成金収入の主な内訳は、営業時間短縮に係る感染拡大防止協力金が3,945,771千円、雇用調整助
成金が235,561千円であります。

（2）減損損失に関する注記
当連結会計年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

当社グループはキャッシュ・フローを生み出す最小単位として事業用資産である店舗を基本単位として資
産のグルーピングを行っております。営業活動から生じる損益が継続してマイナスである資産グループにつ
いて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（276,646千円）として特別損失に計上
しております。
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建物 254,460千円
その他 22,185千円

普通株式 11,622,300株

　その種類ごとの主な内訳は以下のとおりであります。

なお、営業活動から生じる損益が継続してマイナスである資産グループの回収可能価額は使用価値により
測定し、将来キャッシュ・フローを1.71～2.33％で割り引いて算定しており、当該店舗の資産グループに
おける割引前将来キャッシュ・フローの総額がマイナスとなったものについては、帳簿価額全額を減損損失
として計上しております。また、退店の意思決定を行った資産グループについては、処分価額を零として算
定しております。

６. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

（2）剰余金の配当に関する事項
　①配当金支払額等

　該当事項はありません。
②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　該当事項はありません。

７. 金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

　①金融商品に対する取組方針
　当社グループの資金運用については安全性の高い預金等に限定し、資金調達については銀行借入等によ
る方針であります。また、デリバティブ取引等の投機的な取引は行わない方針であります。

　②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である売掛金及び未収入金は、取引先の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して

は、債権管理規程に従い、管理部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに回
収期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っておりま
す。

差入保証金は、主に賃借店舗の敷金・保証金であり、賃貸人の信用リスクに晒されております。当該リ
スクに関しては、管理部門が主要な賃貸人の状況を定期的にモニタリングし、財務状況の悪化等による回
収懸念の早期把握や軽減を図っております。

買掛金及び未払金は、主に１ヵ月以内の支払期日であります。
借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は主に設備投資に必要な資金調達を目的とした

ものであり、償還日は原則として５年以内であります。
借入金は、金利変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては管理部門が支払金利の変動をモ
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連結貸借対照表計上額
（千円）

 時　　　　　価
（千円）

 差　　　　　額
（千円）

⑴ 現 金 及 び 預 金 4,713,681 4,713,681 －

⑵ 売 掛 金 161,407 161,407 －

⑶ 未 収 入 金 2,649,936 2,649,936 －

⑷ 差 入 保 証 金 1,565,224 1,546,101 △19,123

資 産 計 9,090,249 9,071,125 △19,123

⑴ 買 掛 金 348,294 348,294 －

⑵ 未 払 金 628,945 628,945 －

⑶ 長  期  借  入  金 ( ※ ) 7,502,809 7,465,256 △37,552

⑷ リ  ー  ス  債  務 ( ※ ) 283,145 287,271 4,126

負 債 計 8,763,194 8,729,768 △33,426

ニタリングし、金利変動リスクの早期把握を図っております。
資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）について、当社は、各部

署からの報告に基づき管理部門が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、適切な手許流動性を確
保することで、流動性リスクを管理しております。また、資金調達手段の多様化・各種取引銀行からのコ
ミットメントラインの取得などにより、流動性リスクを軽減しております。

　③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価等には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格が無い場合には合理的に算出された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採
用することにより、当該価額が変動することがあります。

（2）金融商品の時価等に関する事項
2021年７月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。

（※）長期借入金、リース債務には１年内の期限到来分を含めて記載しております。

（注）１. 金融商品の時価の算定方法
資　産

⑴現金及び預金、⑵売掛金、⑶未収入金
これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額
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１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 4,713,681 － － －

売掛金 161,407 － － －

未収入金 2,649,936 － － －

差入保証金 128,856 324,337 633,140 478,890

合計 7,653,881 324,337 633,140 478,890

によっております。
⑷差入保証金

差入保証金の時価の算定は、一定期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローを国債の利回
り等適切な利率で割り引いた現在価値により算定しております。

負　債
⑴買掛金、⑵未払金

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

⑶長期借入金
元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算

定しております。
⑷リース債務

元利金の合計額を同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により
算定しております。

（注）２. 金銭債権の決算日後の償還予定額
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１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 1,316,680 976,960 3,700,318 656,772 622,892 229,187

リース債務 215,255 63,983 3,907 － － －

合計 1,531,935 1,040,943 3,704,225 656,772 622,892 229,187

⑴ １株当たり純資産額 450円58銭
⑵ １株当たり当期純損失 40円25銭

（注）３. 長期借入金及びリース債務の決算日後の返済予定額

８. １株当たり情報に関する注記

(注)株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託（BBT）が保有する当社株式は、１株当たり
純資産額及び１株当たり当期純損失の算定上、期末発行済株式総数及び期中平均株式数の計算において控除
する自己株式に含めております。

９. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

10. その他の注記
（1）株式給付信託（BBT）

当社は、2016年10月26日開催の第30期定時株主総会決議に基づき、取締役（社外取締役を除く。）の報
酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献す
る意識を高めることを目的として、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit 
Trust)）」を導入しております。
　①取引の概要

本制度は、当社が定める「役員株式給付規程」に従って、当社の取締役に対して、その役位や業績達成度
等に応じて付与されるポイントに基づき、当社株式を給付する仕組みであります。なお、取締役が当社株式
の給付を受ける時期は、原則として取締役の退任時としております。取締役に対し給付する株式について
は、予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとしております。
本制度に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上
の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）に準じて、総額法を適用しております。
　②信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自
己株式として計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、
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89,804千円及び34,700株であります。

（2）新型コロナウイルス感染症の影響に伴う会計上の見積りについて
当社グループでは、繰延税金資産の回収可能性に関する判断や固定資産の減損損失の認識の要否に関する

判断において、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う緊急事態宣言やまん延防止等重点措置による酒
類提供の自粛要請等及びワクチン接種の開始や感染者数の推移を踏まえ、2022年２月にかけて徐々に収束
し、感染拡大以前の水準まで業績が回復に向かうことを前提としております。

（3）金額の表示単位
金額は千円未満を切捨て表示しております。
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個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

その他有価証券
時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。

関係会社株式 　　移動平均法による原価法を採用しております。
② たな卸資産

原材料・製品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切り
下げの方法により算定）を採用しております。

商品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切り
下げの方法により算定）を採用しております。
但し、店舗食材については最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額
は、収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定）を採用しておりま
す

貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価
切り下げの方法により算定）を採用しております。

⑵ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

建物（附属設備を含む）：定額法
（但し、2016年３月31日以前に取得した建物附属設備については定率法）

その他の有形固定資産　：定率法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 10～20年
工具、器具及び備品 ５～６年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法によっております。

③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま
す。

④ 長期前払費用 定額法を採用しております。
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⑶ 引当金の計上基準
①賞与引当金　  従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担す

べき額を計上しております。
②株主優待引当金 株主優待制度に伴う費用負担に備えるため、将来利用されると見込まれる額

を計上しております。
③退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日における退職給付債務の

見込額に基づき計上しております。
ａ) 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間
に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

ｂ) 数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ
発生の翌事業年度から費用処理しております。

ｃ) 過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（５年）による定額法により費用処理しております。

④ 役員株式給付引当金 役員の株式給付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込額
に基づき計上しております。

⑷ その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

②連結納税制度の導入に伴う会計処理
当社は、当事業年度中に連結納税制度の承認申請を行い、翌事業年度から連結納税制度が適用される

こととなったため、当事業年度より「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い
（その１）」（企業会計基準委員会実務対応報告第５号2015年年１月16日）および「連結納税制度を
適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その２）」（企業会計基準委員会実務対応報告第７
号2015年１月16日）に基づき、連結納税制度の適用を前提とした会計処理を行っております。

なお、当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（2020年法律第８号）において創設されたグ
ループ通算制度への移行およびグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた
項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱
い」（実務対応報告第39号2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準
の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金
資産および繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。
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繰延税金資産 1,327,688千円

③退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類

におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

２. 表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当事業年度
から適用し、個別注記表に会計上の見積りに関する注記を記載しております。

３. 会計上の見積りに関する注記
(繰延税金資産の回収可能性)

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
繰延税金資産は、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26

号 2018年２月16日）に定める会社分類に基づき、当事業年度末における将来減算一時差異及び税務上
の繰越欠損金に対して、将来の税金負担額を軽減することができる範囲内で計上しております。

当社は、繰延税金資産の計上について、当社グループの将来計画を基礎として作成しており、将来の課
税所得の発生金額や発生時期等の見込みに基づき、回収可能性を十分に検討しております。新型コロナウ
イルス感染症拡大による課税所得への影響については、（連結注記表 10．その他の注記（2）新型コロナ
ウイルス感染症の影響に伴う会計上の見積りについて）に記載のとおり、早期収束が見通せない中、
2022年２月にかけて徐々に収束し回復に向かうものと仮定して見積っております。

ただし、主要な仮定である新型コロナウイルス感染症の影響下における当社グループの売上高は見積り
の不確実性が高く、将来の課税所得の発生金額や発生時期等の見込みの変動により、実際に発生した課税
所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重
要な影響を与える可能性があります。

４. 貸借対照表に関する注記
（1）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権　433,547千円

短期金銭債務　209,057千円
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場 所 用 途 種 類

東 京 都 店舗（２店舗） 建物及びその他

千 葉 県 店舗（1店舗） 建物及びその他

岐 阜 県 店舗（1店舗） 建物及びその他

滋 賀 県 店舗（1店舗) 建物及びその他

兵 庫 県 店舗（1店舗) 建物及びその他

大 阪 府 店舗（1店舗) 建物及びその他

建物 62,869千円
その他 10,246千円

５.　損益計算書に関する注記

（1）関係会社との取引高
営業取引による取引高

営業収益　　　　　　　　　　　　2,092,667千円

営業取引以外の取引による取引高　　  92,520千円

（2）減損損失に関する注記
　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

　当社はキャッシュ・フローを生み出す最小単位として事業用資産である店舗を基本単位として資産のグル
ーピングを行っております。営業活動から生じる損益が継続してマイナスである資産グループについて、帳
簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（73,115千円）として特別損失に計上しており
ます。
　その種類ごとの主な内訳は以下のとおりであります。

　なお、営業活動から生じる損益が継続してマイナスである資産グループの回収可能価額は使用価値により測定
し、将来キャッシュ・フローを2.33％で割り引いて算定しており、当該店舗の資産グループにおける割引前将
来キャッシュ・フローの総額がマイナスとなったものについては、帳簿価額全額を減損損失として計上しており
ます。また、退店の意思決定を行った資産グループについては、処分価額を零として算定しております。
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当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度
末 の 株 式 数

自 己 株 式
普 通 株 式 34,764株 － － 34,764株

（繰延税金資産）
減損損失 358,631千円
資産除去債務 326,539千円
会社分割による関係会社株式 184,895千円
繰越欠損金 591,033千円
その他 9,887千円

繰延税金資産小計 1,470,988千円
評価性引当額 △3,260千円

繰延税金資産合計 1,467,727千円
（繰延税金負債）

未収還付事業税等 △15,478千円
資産除去債務に対応する除去費用 △124,560千円

繰延税金負債合計 △140,038千円
繰延税金資産の純額 1,327,688千円

６. 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）当事業年度期首及び当事業年度末の自己株式数には、株式給付信託（BBT)の信託財産として株式会社
日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当社株式がそれぞれ34,700株含まれております。

７. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種 類 会 社 等 の
名 称

議 決 権 等 の 所 有
（被所有）割合（％）

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引
内 容

取 引 金 額
( 千 円 ) 科 目 期 末 残 高

( 千 円 )

子会社 株式会社鳥
貴族

所有
直接100％ 役員の兼任

営業収益 2,092,667 未収入金 397,820

出向負担金 129,810 未 払 金 209,057

固定資産の
売却 92,520

⑴ １株当たり純資産額 438円96銭
⑵ １株当たり当期純損失 50円12銭

８. 関連当事者との取引に関する注記

取引条件及び取引条件の決定方針等
 (注) １．上記取引について、経営指導料、不動産転貸料を営業収益として計上しております。
　　 ２．上記取引について、持株会社である当社の運営費用及び業務内容又は一般取引条件を勘案

し決定しております。
　　  ３．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

９. １株当たり情報に関する注記

(注)株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託（BBT）が保有する当社株式は、１株当たり
純資産額及び１株当たり当期純損失の算定上、期末発行済株式総数及び期中平均株式数の計算において控除
する自己株式に含めております。

10.　その他の注記

　金額の表示単位
　金額は千円未満を切捨て表示しております。
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